












Lessons from the Great East Japan Earthquake Disaster :




 This paper aims to examine the Great East Japan Earthquake Disaster focusing on disaster management 
and policy through perspectives of “resilience.” Resilience in this paper includes different key factors, 
such as the capacity to recover, the capacity to link, and systemic /analytical linkages and processes. To 
reach the aim, the paper takes the following steps: 1) policy problems will be laid out, in terms of how 
resilience is linked with the Disaster; 2) an analytical baseline of resilience will be provided focusing on 
its structure and operational components; and 3) the paper will examine the Disaster using the baseline to 
provide a preliminary evaluation of the Disaster.
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図 1　基本的レジリエンス構造











　図中の 1 ）リンケージ・レベル、 2 ）プロセス・レベルにおける主な災害マネジメント・政策要












































































　これに対し、1923年 9 月 1 日に起きた関東大震災の当時、後藤新平のリーダーシップによって、
様々な政治闘争があった中にも、震災から 1 ヶ月以内に帝都復興院が設立され、最終復興計画が同
14）	「までい」特別編成チーム、『までいの力』、2011年 3 月、シーズ出版。







していると見ることができる。その詳細は以下 4 － 2 で議論される。
4 － 2 　「レジリエンスを基盤とする公共政策」の視点から


























	 	 	 	 http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/110328/dst11032818050044-n1.htm（2011年 9 月 1 日アクセス）












　上記柱 2 A で扱った中央政府の調整の欠如を示すケースは、偶然起きたもの、あるいは個人の能
力の問題といったレベルで理解されるべきではない。この結果は、災害対応における公共政策に関



















よびその実施を推進すること」（第11条第 2 項 2 ）、「防災大臣が命を受けて掌理する重要事項に







中央防災会議が開かれたのは、震災から 3 ヶ月以上を経た2011年 4 月27日であった。
　こうした実態は、柱 2 B に適用すると、少なくとも、 3 章表 2 のリンケージ要素の 1 ．時間フレ
ーム（災害前（事前）の準備を重視し、災害後（事後）対応に活かすアプローチ）、2 ．異なる組織




























　要するに、柱 2 Bに当てはめると、この SPEEDI のケースも、表 3 リンケージ要素の 1 ．時間フレ
ーム（災害前（事前）の準備を重視し、災害後（事後）対応に活かすアプローチ）、2 ．異なる組織
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け加えておく。一方、東日本大震災におけるレジリエンスの視点からみた政策的教訓は、国際的に
も広く敷衍されるものであり、特に自然災害の多いアジアにおいて貴重なインプットとなるはずで
ある。
